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この度、平成16年３月31日現在の宅地建物

取引業者と取引主任者に係る統計を、宅建シ

ステムのデータベースから作成しました。そ

の結果は、別表１－１から別表２－９のとお

りです。

なお、データ入力処理手続等の関係で、国

土交通省の統計と若干相違することがありま

す。また、比率（％）は四捨五入により小数点

以下第一位までの表示とします。

１　宅建業者の統計概要

盧 業者数

［業者数は1.4％減少し、130,180業者に］

業者数は130,180業者になり、平成14年度

末の132,066業者（以下、14年度末の数は括弧

書きとします。）から1,886業者、1.4％の減少

（2,800業者、2.1％の減少）です。

この統計を取り始めた平成７年度以来、業

者数は減少傾向にあり、最も少ない業者数と

なりました。

〈別表１－１、グラフ１－１参照〉

（注）第二次宅建システムの改良により、年

度をまたいでの遡及入力等を反映でき

るようになったため、この冊子に掲げ

る平成14年度末の数は、昨年刊行した

統計資料に掲げる平成14年度末の数と

一致しない場合があります。

［廃業等が減少］

業者数の増減内訳は、免許換え（転入）を除

く新規免許が5,801業者（5,691業者）、免許換

え（転出）を除く廃業等が7,684業者（8,479業者）

です。

平成14年度末と比較すると、免許換え（転

入）を除く新規免許件数が110件増加し、免許

換え（転出）を除く廃業等件数が795件減少し

ました。

廃業等7,684業者（8,479業者）の内訳は、廃

業5,473業者（6,063業者）、期限切れ消除2,017

業者（2,154業者）、免許取消し194業者（262業

者）となっています。

〈別表１－２、グラフ１－２参照〉

［免許権者別の業者数は、全国的に減少］

免許権者別では、39都道府県で減少（44都

道府県及び大臣免許で減少）しており、平成

14年度に引き続き全国的な減少となりまし

た。

規模別では、１万業者以上は東京、大阪、

５千業者以上１万業者未満は埼玉、神奈川、

愛知、兵庫の４県、１千業者以上５千業者未

満は30道府県及び大臣免許、１千業者未満は

11県で、千葉の業者数が５千業者を割りまし

た。

最多は東京の22,083業者（22,364業者）、最

少は鳥取の402業者（399業者）です。

〈別表１－１参照〉

［組織別業者数は、法人0.8％の減少、個人業

者3.6％の減少］

法人・個人別業者数は、法人が103,034業者

になり、平成14年度末から859業者、0.8％の
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減少（103,893業者で1,767業者、1.7％の減少）、

個人業者が27,146業者になり、14年度末から

1,027業者、3.6％の減少（28,173業者で1,033業

者、3.5％の減少）です。

法人は、35都道府県で減少（45都道府県及

び大臣免許で減少）しており、減少率が高い

のは、香川3.3％、和歌山3.1％、栃木2.6％で

す。

個人業者は、41都道府県及び大臣免許で減

少（44都道府県及び大臣免許で減少）してお

り、減少率が高いのは、大臣20 .0％、福島

7.5％、香川6.5％です。

〈別表１－１、グラフ１－１参照〉

［構成比率は、株式会社と個人業者が減少、

有限会社が増加］

全業者数に対する株式会社、有限会社、個

人業者別の構成比率は、株式会社47 .3％

（47.5％）、有限会社30.9％（30.2％）、個人業

者20.9％（21.3％）、その他法人1.0％（1.0％）で、

株式会社と個人業者が減少、有限会社が増加

しており、この傾向は統計を取り始めた平成

７年度以来続いています。

〈グラフ１－３参照〉

［個人業者の高齢化が進む］

個人業者の平均年齢は60.6歳（60.2歳）にな

り、平成14年度末に比べ0.4歳上昇していま

す。構成比率は、60歳以上が全体の53 .0％

（51.0％）、50歳以上にあっては全体の85.0％

（84.0％）を占めています。

平均年齢が最も高いのは、平成14年度末と

同様で、東京の66.1歳（65.8歳）、最も低いの

は沖縄の55.6歳（大臣免許55.0歳）です。

〈別表１－４、グラフ１－４・１－５参照〉

盪 従事者数等

［従事者数は0.3％減少し、491,065人に］

従事者数は491,065人になり、平成14年度

末に比べ1,264人、0.3％の減少（492,329人で

6,090人、1.2％の減少）です。

従事者数は、平成７年度に業者統計を取り

始めてから８年度に一旦は増加しましたが、

９年度からは減少を続けており今回が最も少

ない従事者数となりました。内訳は、大臣免

許業者の従事者が2,905人増加（1,600人増加）

したのに対し、知事免許業者の従事者が

4,169人の減少（7,690人減少）となっており、

大臣免許業者の従事者増加、知事免許業者の

従事者減少という傾向が高まっています。

１業者平均従事者数は3.8人（3.7人）で、内

訳は、組織別では法人4.3人（4.2人）、個人1.8

人（1.8人）、免許権者別では大臣免許が51.4人

（49.9人）、知事免許が3.0人（3.0人）です。

〈別表１－３、グラフ１－６参照〉

［５人未満の業者数が112,517業者、業者数の

86.5％を占める］

従事者５人未満の業者数は112 ,517業者

（114 ,289業者）になり、平成14年度末から

1,772業者減少しましたが、全業者数が減少

しているため、構成比は0 .1％増加しまし

た。 〈別表１－５参照〉

［専任取引主任者数］

専任取引主任者数は186,936人（187,997人）

になり、平成14年度末から1,061人、0.6％減

少しています。

１業者平均専任取引主任者数は、1.4人（1.4

人）です。 〈別表１－３参照〉
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蘯 資本金階層別業者数

資本金階層別では、株式会社は１千万円以

上２千万円未満の業者が70.0％（70.7％）、有

限会社は500万円未満の業者が71.8％（71.4％）

を占めており、平成14年度末とほぼ同様です。

なお、「最低資本金規制特例制度」（平成15

年２月１日施行）による資本金１千万円未満

の株式会社数が増加しています。

〈別表１－６参照〉

盻 回次別業者数

業者数を回次（免許を継続して受けた回数

のこと）別にみると、回次盻までの業者が

51.6％（53.1％）で半数以上を占めています。

〈別表１－７、グラフ１－７参照〉
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別表１－１
宅地建物取引業者免許権者別・組織別業者数一覧表 【単位：業者．人】



別表１－１
宅地建物取引業者免許権者別・組織別業者数一覧表
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別表１－２
宅地建物取引業者免許権者別・組織別増減数一覧表 【単位：業者．人】
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別表１－３
宅地建物取引業者免許権者別・組織別・免許業者・従事者・専任取引主任者数一覧表【単位：業者．人】



別表１－４
都道府県別・年齢階級別個人業者数構成比一覧表 【単位：業者．人】
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別表１－５
宅地建物取引業者免許権者別・従事者数階層別業者数一覧表 【単位：業者. 人】



別表１－６
株式・有限会社別資本金階層別業者数一覧表 【単位：業者．人】
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別表１－７
宅地建物取引業者免許権者別・回次別業者数一覧表 【単位：業者．人】



グラフ１－１　宅地建物取引業者数の推移（単位：業者）
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グラフ１－２　廃業業者数（理由別）の推移（単位：業者）



グラフ１－３　株式会社、有限会社、個人業者の構成比の推移（単位：％）
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グラフ１－４　個人業者年齢階級別構成比（単位：％）

グラフ１－５　個人業者の平均年齢の推移（単位：歳）



グラフ１－６　従事者数の推移（単位：人）

グラフ１－７　宅地建物取引業者回次別構成比
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（単位：人）
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２　取引主任者の統計概要

盧　概況

［取引主任者（就業者）数は0 .9％減少し、

252,632人に］

取引主任者資格登録者数は731,422人にな

り、平成14年度末の710,288人（以下、14年度

末の数は括弧書きとします。）から21,134人、

3.0％の増加です。

〈別表２－１・２－４・２－７参照〉

取引主任者証交付者数は424,402人（425,825

人）になり、平成14年度末から1,423人、0.3％

の減少です。

〈別表２－２・２－５・２－８参照〉

取引主任者（就業者（取引主任者証交付を受

け、かつ、宅建業に従事している者）数）

は、252,632人（254,979人）になり、平成14

年度末から2,347人、0.9％の減少です。

〈別表２－３・２－６・２－９参照〉

資格登録者数は、この統計を取り始めた平

成５年度以来増加を続けていますが、取引主

任者証交付者数は初の減少となりました。就

業者数はほぼ横這いの状態が続いています

が、平成 1 5年度は微減となりました。

〈グラフ２－１・２－２参照〉

盪 取引主任者（就業者）数の統計

①男女別取引主任者（就業者）数

［取引主任者（就業者）数は、男性1.2％の減少、

女性４人の増加］

男女別取引主任者（就業者）数は、男性が

201,500人になり、平成14年度末から2,351人、

1.2％の減少（203,851人で1,117人、0.6％の増

加）です。

一方、女性は51,132人になり、平成14年度

末から４人の増加（51,128人で1,066人、2.1％

の増加）です。

〈別表２－３・２－６、グラフ２－３参照〉

［女性比率は0.1％増加し、20.2％に］

取引主任者の女性比率は資格登録者数、取

引主任者証交付者数、就業者数とも年々増加

しており、取引主任者（就業者）数でみると

20.2％であり、平成５年度末からの10年間で

2.8ポイント高くなりました。

〈別表２－３・２－６、グラフ２－３・２－４参照〉

②年齢別取引主任者（就業者）数

［60歳以上の構成比が増加］

取引主任者（就業者）数を年齢階級別でみる

と、50～59歳が最も多く、構成比は27 .5％

（28.3％）とほぼ平成14年度末と同様です。

全年齢階級を比較すると、資格登録者数、

証交付者数、就業者数とも、60歳以上の構成

比が増加しています。

〈別表２－３・２－７・２－８・２－９参照〉

③取引主任者（就業者）の平均年齢

［平均年齢は0.1歳上昇し、48.8歳に］

取引主任者（就業者）の平均年齢は48 .8歳

（48.7歳）になり、平成14年度末より0.1歳の上

昇です。平成６年度末から９年間で2.0歳上

昇しました。

男女別では、男性49 .4歳（49 .4歳）、女性

46.3歳（46.0歳）です。

〈別表２－３・２－６参照〉

④都道府県別取引主任者（就業者）数

取引主任者（就業者）数で増加比率が高いの

は、佐賀4.0％、秋田3.4％、岐阜2.1％です。

取引主任者（就業者）数で女性比率が最も高

いのは熊本の24.3％で、平成14年度末と同様

です。 〈別表２－６〉
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別表２－１
年齢階級別・男女別取引主任者資格登録者数一覧表　【単位：人．％】

別表２－２
年齢階級別・男女別取引主任者証交付者数一覧表　【単位：人．％】

別表２－３
年齢階級別・男女別取引主任者就業者数一覧表　【単位：人．％】
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別表２－４
都道府県別・男女別取引主任者資格登録者数一覧表　　　　　【単位：人．％】
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別表２－５
都道府県別・男女別取引主任者証交付者数一覧表　【単位：人．％】
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別表２－６
都道府県別・男女別取引主任者就業者数一覧表　【単位：人．％】
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別表２－７
都道府県別・年齢階級別取引主任者資格登録者数一覧表　【単位：人．％】



RETIO. 2004.  6  NO.58

44

別表２－８
都道府県別・年齢階級別取引主任者証交付者数一覧表　【単位：人．％】
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別表２－９
都道府県別・年齢階級別取引主任者就業者数一覧表　【単位：人．％】
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グラフ２－１　取引主任者年度別人数の推移（単位：人）
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グラフ２－２　取引主任者年齢階級別人数（単位：人．歳）
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グラフ２－３　取引主任者男女・年齢階級別就業者数（単位：人．歳）
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グラフ２－４　取引主任者年度別女性比率の推移

（単位：％）


